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原子力は、燃料投入量に対するエネルギー出力が圧倒
的に大きく、数年にわたって国内保有燃料だけで発電
が維持できる準国産エネルギー源として、優れた安定
供給性と技術自給率を有する自律性が高い電源であり、
他電源と遜色ないコスト水準で変動も少ない。また、
天候に左右されず一定出力で安定的に発電可能な脱炭
素電源である。
ＤＸやＧＸの進展等により増加が見込まれる電力需
要、特に製造業のＧＸ、定格稼働するデータセンター
や半導体工場等の新たな需要のニーズに、原子力とい
う電源の持つ特性は合致することも踏まえ、国民から
の信頼確保に努め、安全性の確保を大前提に、必要な
規模を持続的に活用していく。
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福島第一原発の
廃止措置
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中長期ロードマップの目標行程
2041-51に完了

する予定

サイト外の除染廃棄物 ２０４５までに撤去



デブリ

● デブリとは：原子炉の内部にあった核燃料が溶け、さまざまな構造物と混じりながら、冷えて固まったもの。

● デブリ量：約８８０トン（1号機で279トン、2号機で237トン、3号機で364トン）

→スリーマイル島原発事故でのデブリは約133トン
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2号機から取り出されたデブリ0.9g
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TMI：デブリ量133トン、 5年で取出し完了

133トン中132トンを1986～1990年にかけ
て取り出し（1日当たりの平均採取量は８５kg）

図２ 溶融デブリの位置推定（東京電力資料）

福島第一：推定量880トン 2051年廃炉完了
本格取り出し 2030年代後半

２０３7年～２０５１年までとした場合、1日当た
り平均採取量１7０kg以上(TMIの2倍のペー
ス)回収する必要。建屋解体などを考えれば、
もっと早い段階で回収を完了させる必要があ
る。２０５１年廃炉完了は不可能



通常炉のL1～L3廃棄物の処分費用

1999年時点で178億円 （8790トン）

2023年価格だと250億円

福島第一のL1～L3廃棄物の処分費用

22.3兆円 （7,833,456トン）

現在の廃炉費用見積もり8兆円では

到底足りない
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廃棄物発生量
８９１倍

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1003665/www.meti.go.jp/report/downl
oadfiles/ggebcs1j.pdf

https://www.aesj.net/uploads/dlm_uploads/kokusaihyojun_report202007.pdf

福島第一原発の廃炉で発生する放射性廃棄物をどうするか



原子力学会 福島第一原子力発電所廃炉検

討委員会 廃棄物検討分科会 中間報告書

「国際標準からみた廃棄物管理」(2020.7) 

によれば、廃止措置は100年から数百年に

及ぶ事業。

機器・構造物を30年～40年で撤去したと

しても汚染は残り、サイト利用はできない。
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https://www.aesj.net/uploads/dlm_uploads/hairohaikibutubunkakai_tyukanhoukokusyo0714.pdf
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放水口

https://www.monitororbs.jp/ja/index.html

放出口付近の海水のトリチウム
濃度は明らかに上昇

処理水海洋放出の結果



中間貯蔵施設の除去土壌再生利用

● 福島第一原発周辺の1600haに1400万立方メートルの除去土壌が保管

● このうち4分の３にあたる量を公共事業などで利用する計画
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https://josen.env.go.jp/chukanchozou/facility/effort/investigative_commission/

pdf/joint_meeting_wg_240917_01.pdf

https://josen.env.go.jp/chukanchozou/about/



115つの相互に矛盾する基準

福島第一原発では敷地境界で1mSv/yという基準を設定

• ただし追加放出分のみで、敷地内排水路や地下水などを通じて海洋放出される分は含まない

福島の除染土壌は8000Bq/kg以下は管理状況下で再生利用

• 適切な管理が行われれば被ばくが1mSv/yになるという条件

福島県外の市町村除染で発生したものは、主に2000Bq/kg以下だが管理状況下で最
終処分

福島県内外で現在発生している放射性廃棄物は線量調査もなく、無管理のまま再生
利用、または最終処分

通常の原発では例えばセシウムの場合100Bq/kg以上の物質は低レベル放射性廃棄
物として管理・最終処分
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原発回帰がもたらす帰結

Canvaにて生成
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非化石電源ごとの計画から稼働までの期間
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/policy09/pdf/2
0111125/siryo6-1.pdf

温暖化を1.5℃や2℃に抑えるには、急速かつ大幅でほとんどの場合
緊急に温室効果ガスの排出削減が必要

CO2及びGHG排出正味ゼロはすべての部門における大幅な削減によって実現しうる

a) 世界の正味の温室効果ガス
（GHG）排出量

気候変動を止めるには急速かつ大幅な温室効果ガス削減が必要

建設に20年かかる原発は時間軸が合わない
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国によって異なる推計値
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削減ポテンシャ
ルはバイオマス
発電と同程度で
しかなく、風力・
太陽光のそれを
はるかに下回る。



発電コスト国際比較 16

日本でだけ異様に安い原発の発電コスト推計



近年の原発建設コスト
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£41.6–47.9 billion
（2基8.2～9.4兆円、
1基４.1～4.7兆円）
仏が建設

€13.2 billion
（2.1兆円）

$36.8 billion
（2基5.8兆円、1
基2.9兆円）

$8.3 billion
（1.3兆円）
中国が建設
（予定）

$12.65 billion
（2基2兆円、1基1
兆円） ロシアが
建設
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運転中：

仏 フラマンビル原発3号

機

運転中：

米 ボーグル原発

建設中：

英 ヒンクリーポイントC原

発

建設中：

バングラデシュ ルプール

原発

計画中：

アルゼンチン アトーチャ原

発３号機

推計値：

日本 7次エネ基 コスト検

証WG

兆円/基 原発建設費
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気候変動に起因する環境変化は、大きく

①原発施設への直接の影響

②原発事故時の影響の深刻化

③原発が存在する社会環境そのものへ
の影響

という3つの経路で原発に影響を与える

気候危機と原発

原発建て替え、運転期間延長を考えると2100年を見据える必要性

様々な極端気象と事故の重ね合わせ、原発の環境影響を、建て替えや運転期間延長の際、評価すべき

原発立地地点は大半が1970年までに選定。気候変動への考慮はない
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年 対象 手法 攻撃者

1980 イラク・オシラク炉 爆撃 イスラエル

1981 イラク・オシラク炉 爆撃 イスラエル

1984-87 イラン・ブーシェフル原発 爆撃 イラク

1991/1993 イラク・ツワイサ核施設 爆撃など 米

1991 スロベニア・クルシュコ原発 攻撃威嚇 セルビア

2007 シリア・アルキバール炉 爆撃 イスラエル

2008～10 イラン・ナタンズ核施設 サイバー攻撃 米・イスラエル？

2014 イスラエル・ディモナ原子炉 ミサイル ハマス（非国家主体）

2020 イラン・ナタンズ核施設 爆破 イスラエル？

2021 イラン・ナタンズ核施設 爆破 イスラエル？

2022～ ウクライナ・原発など 攻撃・占拠 ロシア

2025 イラン・複数の核施設 爆撃 米・イスラエル

原発・原子力施設は紛争時、攻撃対象になりうる

日本には原発のみならず、イランで問題になったウラン濃縮施設、北朝鮮で問題になった再処理施設が。



どうやって防衛するのか

PAC-3の射程は35km程度。PAC-3配備
基地から35km圏には原発は存在せず。
北朝鮮から発射された弾道ミサイル
は10分程度で沖縄に到達。これでど

うやって防衛するのか。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/pdf/035_05_00.pdf

第35回原子力小委員会資料より

女川原発最寄りの
PAC-3配備基地は
280km離れた霞ヶ

浦分屯基地
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21ウラン生産量シェア
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カザフスタン

41%

オーストラリア

13%

ナミビア

12%

カナダ

8%

ウズベキスタン

8%

ニジェール

6%

ロシア

6%

中国

3%

ウクライナ

2%

インド

1%

その他

0%

2020年ウラン産出量シェア

NEA「Uranium 2022: Resources, Production and Demand」より作成

OPEC

36%

非OPEC

64%

2022年原油産出量シェア

Energy Institute「Statistical Review of World Energy 2023」を基に作成

現在のウラン供給はカザフスタンが41％を占める。同国の国営ウラン鉱山会社Kazatompromは、ロシア・ウ
クライナ戦争により、ウラン輸出が難しくなっていると指摘。他にニジェールの軍事政権がフランスが保有する
同国ウラン鉱山の採掘権を撤回。中国・ロシア分も含めれば、56％のウランが西側にとって供給不安定化。



22世界が目指す電源構成

日本が目指す電源構成
このうち5～9割は
新設/改修の脱炭素

火力

35基程度の原発稼
働が必要。建設中の
もの含めすべてが稼
働してようやく達成

できる目標

出典：IEA World Energy Outlook 2024

最大で
脱炭素火力2%
原子力10％
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2035年、または2050年に100％風力・水力・太陽光でエネルギーを供給するシナリオ

https://web.stanford.edu/group/efmh/jacobson/Articles/I/145Country/22-145Countries.pdf

いずれのシナリオでもカギとなるのは省エネ

２０３５年または2050年に100％風力・水力・太陽光でエネルギー供給が可能



24

https://www.env.go.jp/content/900505229.pdf

日本の省エネは「乾いた雑巾」ではない
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• 原発のCO2排出量は推計方法によってばらつきがある。

CO2排出量

• 原発は計画時点で130年後の状況を考える必要がある

• 100年間の原発のCO2排出量は、他の脱炭素電源と比べて多い

時間軸

• 原発のコストは他の電源と比べて安くない。むしろ高い電源となっている。

コスト

• 原発は維持したとしても、将来のエネルギー供給にあまり寄与しない。

• 100％再エネは可能。そして効果が大きいのは省エネ。

目指すべき未来



原発再稼働は電気料金を下げるか？
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第39回原子力小委員会（2024年6月25日）資料１

吉瀬課長の口頭説明
「47ページをご覧いただきますと、ロシアによ
るウクライナ侵略開始後の国際的な燃料価格
の高騰の影響が残っていた2023年度におい
て、原子力発電所の再稼働が進む関西エリアや
九州エリアと比べると、ほかのエリアによって
は３割以上の価格の差があった、そういった現
状」

松久保：
四国電力を無視。かわいそうだし、チェリー
ピッキングだ。

吉瀬課長：
「これは会社ごとではなく、エリアごとのデータ
（中略）関西、九州に色を塗っておりますのは、
原子力発電所が再稼働していることに加えて、
今申し上げた規制料金の値上げも行っていな
い２社ということで色を」つけた

参考：2024年4月時点の四国のシェア
電力取引の状況によれば、四国電力は四国エリア
の販売電力シェアの9割を占める

4% 5% 2% 8%

原子力事業者の値上げ申請に基づく
発受電電力量に占める原発比率
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原発再稼働による
値下げ効果

総原価
総原価（原発
再稼働しな
かった場合）

販売電力量
原発再稼働時

の単価

原発再稼働し
なかった場合

の単価

東電 -900億円 55,919億円 56,819億円 1,902億kWh 29.40円/kWh 29.87円/kWh

東北電 -372億円 19,743億円 20,115億円 687億kWh 28.74円/kWh 29.27円/kWh

北陸電
※

-115億円 5,497億円 5,612億円 260億kWh 21.14円/kWh 21.58円/kWh

中国電 -360億円 13,155億円 13,515億円 468億kWh 28.11円/kWh 28.88円/kWh

単価差額 月260kWh消費した場合の差額
原価算定期間の

平均原発設備利用率想定

東電 0.47円/kWh 122円 柏崎刈羽6/7、119億kWh、50%

東北電 0.53円/kWh 138円 女川2、39億kWh、54%

北陸電 0.44円/kWh 114円 志賀2、9億kWh、9%

中国電 0.77円/kWh 200円 島根2、45億kWh、65%

原発再稼働を見込む4社の申請上の原発再稼働による値下げ効果の検討

※北陸電のみ総原価は託送費用を除くため、単価が安くなっている
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卸電力市場東北エリア年

度平均と想定単価

東北エリアプライ

ス

2019～2024年度平均価格：14.27円/kWh
2005～2024年度平均価格：11.82円/kWh

2025年4～8月平均：11.26円/kWh
38.67億kWh×14.27円/kWh＝552億円-費用増分439億円＝113億円
38.67億kWh×11.82円/kWh＝457億円-費用増分439億円＝18億円
38.67億kWh×11.26円/kWh＝435億円-費用増分439億円＝-4億円

再稼働しても高い原発売電単価

原発維持のために巨額の費用支払い

これ以外に
東北電力は
原発維持費
年間約1千
億円を支出
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原発再稼働＝電気料金値下げではない

原発維持のための巨額支出

原発によって電気料金は上がっている
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